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千葉県立地企業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第一条 知事は、企業立地を促進し、もって県の経済の発展及び県民生活の向上を図るため、立地し

ようとする企業及び産業用地の整備等を行う市町村に対し、予算の範囲内において、千葉県補助金

等交付規則（昭和三十二年千葉県規則第五十三号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき

補助金を交付する。 

（定義） 

第二条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 立地 企業が工場、研究所その他の事業所又は事務所（以下「工場等」という。）を県内に設

置することをいう。 

二 産業用地 主に製造業若しくは流通加工業の用に供する施設又は自然科学研究所の立地を目的

とした土地の区域をいう。 

三 空き公共施設 市町村が地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条第一項の

規定により公の施設として設置した施設であって、その供用を廃止したものをいう。 

四 本社 当該企業の管理支配に関する業務が行われている事務所又は事業所をいう。 

五 特定振興地域 次のいずれかに該当する区域をいう。 

イ 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条第一項の規定により指定された半島振興対

策実施地域 

ロ 国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二十七年の人口から当該市町村人口に係る令和

二年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る平成二十七年の人口で除して得た数値

が〇・〇三を超える市町村の区域 

ハ 市町村の区域の全部又は一部が首都圏整備法（昭和三十一年法律第八十三号）第二十四条第

一項の規定により近郊整備地帯として指定されている市町村以外の市町村の区域 

六 償却資産 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第三百四十一条第四号に規定する償

却資産（法人税法施行令（昭和四十年政令第九十七号）第十三条第四号から第六号までに規定す

る資産を除く。）をいう。 

七 投下固定資産額 工場等の設置を行うために必要な建物及び償却資産の取得（これに準ずるも

のを含む。）に要する費用をいう。 

八 事業従事者 次条に規定する立地計画の認定を受けた工場等において、当該認定に係る事業に

従事する者（当該事業を行う者が雇用する者に限る。）をいう。 

九 正規雇用者 事業従事者のうち、常時雇用される労働者で、次のいずれにも該当するもの（短

時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成五年法律第七十六号）第

二条第一項に規定する短時間労働者を除く。）をいう。 

イ 雇用期間の定めがない者であること。 

ロ 雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）第四条第一項に規定する被保険者であること。 

十 非正規雇用者 事業従事者のうち、正規雇用者以外の者をいう。 

十一 操業 次条に規定する立地計画の認定を受けた工場等の設備の全部を事業の用に供すること

（空き公共施設整備事業にあっては、第三条の二第一項第三号に掲げる計画の認定を受けた空き

公共施設の全部を企業誘致の用に供すること）をいう。 

十二 敷地面積 建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第二条第一項第一号の敷

地面積をいう。 

十三 延床面積 建築基準法施行令第二条第一項第四号の延べ面積をいう。 

十四 不動産取得税相当額 地方税法第四条第二項第四号に規定する不動産取得税の税額に相当す

る額をいう。 

十五 固定資産税相当額 地方税法第五条第二項第二号に規定する固定資産税の税額（操業を開始

する日の属する年度の翌年度分に限る。）に相当する額をいう。 

十六 流通加工業 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成十七年法律第八十五号）
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第二条第一号に規定する流通加工に係る事業をいう。 

十七 植物工場 施設内で植物の生育環境を制御して、野菜等の植物の計画的な生産を行うことが

できる栽培施設（温室等を除く。）をいう。 

十八 宿泊業 日本標準産業分類（平成二十五年総務省告示第四百五号）に定める旅館、ホテルを

いう。 

十九 観光業 日本標準産業分類に定める公園、遊園地をいう。 

二十 再投資 既に設置されている工場等の生産性の向上等を図るため、当該工場等の他に工場等

を新築し、若しくは当該工場等を増築し、若しくは改築し、又は償却資産を取得することをいう。 

二十一 事業高度化 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法

律の一部を改正する法律（平成二十九年法律第四十七号）による改正前の企業立地の促進等によ

る地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（平成十九年法律第四十号。次号におい

て「旧地域産業集積形成法」という。）第三条第三項に規定する事業高度化をいう。 

二十二 中小企業者 旧地域産業集積形成法第三条第六項に規定する中小企業者をいう。 

二十三 大企業 中小企業者以外の会社をいう。 

二十四 県内移転等 県内で既に工場等を設置し、操業している企業が、工場等を県内で移転し、

又は再投資をすることをいう。 

二十五 高度人材 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第百四条第三項の博士の学位を有

する者であって、工場等で研究開発の業務に専ら従事するものをいう。 

二十六 外資系企業 外国の法令に基づいて設立された営利を目的とする企業（以下「海外企業」

という。）及び海外企業によって設立された日本企業であって当該海外企業の出資比率が三分の

一を超えるものをいう。 

（企業の立地計画の認定） 

第三条 立地を行おうとする企業で、この要綱に基づく補助金の交付を申請しようとするものは、立

地に関する計画（以下「立地計画」という。）について、立地計画認定申請書（別記第一号様式）

正副二部を知事に提出し、知事の認定を受けなければならない。 

２ 立地計画の認定の申請は、工場等の建物の建設に着手し、又は取得若しくは賃貸借に係る契約の

締結をする前に行わなければならない。ただし、別表第一に規定する賃借型企業立地の種目及び雇

用創出支援の種目につき、知事が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

３ 知事は、立地計画が次の各号のいずれにも該当すると認められるときは、その認定を行うものと

する。 

一 立地計画に定める事業が別表第一に規定するいずれかの種目の補助金の交付対象の要件に該当

し、又はその見込みがあること。 

二 立地計画が具体的であり、確実に実施されると見込まれること。 

三 周辺地域の環境の保全、周辺地域からの従業員の雇用その他地域との共生を図るために必要な

事項について配慮されていること。 

４ 前項の立地計画の認定を受けた企業（以下「認定企業」という。）は、当該立地計画を変更しよ

うとするときは、立地計画等認定変更承認申請書（別記第二号様式）正副二部を知事に提出し、知

事の承認を受けなければならない。ただし、知事が定める軽微な変更にあっては、この限りでない。 

５ 合併、分割その他の事由により認定企業から第三項の認定に係る立地計画（前項の規定による変

更の承認があったときは、その変更後のもの。以下「認定計画」という。）に係る事業の全部を承

継した者が当該認定企業の地位を承継するときは、地位承継届出書（別記第三号様式）正副二部を

知事に提出しなければならない。 

６ 認定企業は、認定計画を中止し、又は廃止したときは、速やかに認定計画中止（廃止）届（別記

第四号様式）正副二部を知事に提出しなければならない。 

７ 知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該認定を取り消すことができる。 

一 認定企業が偽りその他不正の手段により第三項に規定する立地計画の認定を受けたとき。 

二 認定計画が第三項各号に掲げる要件に該当しなくなったとき。 

（市町村計画の認定） 

第三条の二 この要綱に基づく補助金の交付を申請しようする市町村は、次の各号に掲げる市町村の
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区分に応じ、それぞれ当該各号に定める計画について、市町村計画認定申請書（別記第四号様式の

二）正副二部を知事に提出し、その認定を受けなければならない。 

一 産業用地の整備（民間事業者等が行う産業用地の整備を支援する場合を含む。）を行おうとす

る市町村 産業用地の整備に関する計画 

二 産業用地としての可能性の調査を行おうとする市町村 産業用地の可能性調査に関する計画 

三 企業を誘致するために空き公共施設の改修（耐震改修を除く。）を行おうとする市町村 空き

公共施設の改修に関する計画 

２ 前項各号に掲げる計画（以下「市町村計画」という。）の認定の申請は、それぞれ補助金の交付

を受けようとする事業に着手する前に行わなければならない。ただし、知事が特別の理由があると

認めるときは、この限りでない。 

３ 知事は、市町村計画が次の各号（第一項第二号に掲げる計画にあっては、第三号を除く。）のい

ずれにも該当すると認められるときは、その認定を行うものとする。 

一 市町村計画に定める事業が別表第二に規定する補助金の交付対象の要件に該当し、又はその見

込みがあること。 

二 市町村計画が具体的であり、確実に実施されると見込まれること。 

三 周辺地域の環境の保全を図るために必要な事項について配慮されていること。 

４ 前条第四項、第六項及び第七項の規定は、市町村計画について準用する。 

５ 知事は、必要があると認めるときは、第一項第一号に掲げる計画の内容について第三者の意見を

徴することができる。 

（補助金の交付対象等） 

第四条 企業に対する補助の対象となる事業の種目、要件、補助額及び補助の限度額は、別表第一の

とおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項の事業を行おうとする企業（以下「補助事業者」という。）であ

って、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者、相談役、顧

問その他の実質的に当該団体の経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権

限を有する者をいう。以下同じ。）が次の各号のいずれかに該当する者であるときは、当該事業は、

補助の対象とならない。 

一 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に

規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

二 次のいずれかに該当する行為（ロ又はハに該当する行為であって、法令上の義務の履行として

するものその他正当な理由があるものを除く。）をした者（継続的に又は反復して当該行為を行

うおそれがないと認められる者を除く。） 

イ 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目的で、情を知って、暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第二号に規定する暴力団（以下「暴力団」

という。）又は暴力団員を利用する行為 

ロ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを知りながら、暴力団員

又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品その他の財産上の利益若しくは便宜の供与又は

これらに準ずる行為 

ハ 県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契約の相手方（法人その

他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員であることを知りながら、当該契約を締結する

行為 

三 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

３ 市町村に対する補助の対象となる事業の種目、要件、補助額及び補助の限度額は、別表第二のと

おりとする。 

（申請） 

第五条 規則第三条の規定により補助金の交付の申請をしようとするときは、知事が定める期日まで

に千葉県立地企業補助金交付申請書（別記第五号様式）正副二部を知事に提出しなければならない。 

（分割交付） 

第六条 知事は、企業に対する補助金の交付の決定に当たり、その支払を十五年を超えない範囲で分
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割することができる。 

２ 知事は、前項の規定により補助金の交付を分割して受ける者が認定計画に係る事業を中止し、又

は廃止したときは、以後の補助金の支払をしないものとする。 

（交付の条件） 

第七条 規則第五条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

一 補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の内容の変更（知事の定める軽微な変更

を除く。）をする場合においては、知事の承認を受けること。 

二 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

三 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該補助事業の遂行が困難となった場合におい

ては、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

四 操業を開始する日から起算して十年（別表第一に規定する賃借型企業立地の種目にあっては、

三年。以下この号及び次号において同じ。）を経過する日（分割して補助金の交付を受ける場合

であって、その期間が十年を超えるときは、その交付が完了する日。次号において同じ。）まで

の間、認定計画（第三条の二第三項の認定に係る同条第一項第三号に掲げる計画を含む。以下こ

の条において同じ。）に従い、当該認定計画に係る事業を実施すること。 

五 操業を開始する日から起算して十年を経過する日の属する県の会計年度の末日までの間、補助

事業の遂行状況（補助事業の完了後にあっては、認定計画に係る事業の実施状況）について作成

した事業状況報告書（別記第六号様式）を当該会計年度終了後速やかに知事に提出すること。 

六 その他知事が必要と認める条件 

（承認申請） 

第八条 前条第一号又は第二号の規定により承認を受けようとするときは、千葉県立地企業補助金事

業変更（中止・廃止）承認申請書（別記第七号様式）正副二部を知事に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第九条 規則第十二条の規定により実績報告をしようとするときは、補助事業の完了の日から起算し

て三十日を経過した日までに千葉県立地企業補助金実績報告書（別記第八号様式）正副二部を知事

に提出しなければならない。 

（交付の請求） 

第十条 規則第十五条の規定により補助金の交付の請求をしようとするときは、千葉県立地企業補助

金交付請求書（別記第九号様式）正副二部を知事に提出しなければならない。 

（概算払の請求） 

第十一条 規則第十六条第二項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、千葉県立地企

業補助金概算払請求書（別記第十号様式）正副二部を知事に提出しなければならない。 

（補助金の経理） 

第十二条 この要綱に基づき補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにし

た帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、保存しておかなければなら

ない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類の保存は、補助事業完了（補助事業の廃止の承認を受けた場合

を含む。）の日から起算して五年を経過した日の属する県の会計年度の末日までとする。 

（暴力団密接関係者） 

第十三条 規則第十七条第一項第三号の知事が定める者は、その役員等が第四条第二項各号のいずれ

かに該当する者である企業とする。 

（財産の処分を制限する期間） 

第十四条 規則第二十一条第一項ただし書に規定する知事が定める期間は、操業を開始する日から十

年又は当該財産の耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和四十年大蔵省令第十五

号）に規定する耐用年数をいう。）のいずれか短い期間とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和六年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ 廃止前の千葉県外資系企業オフィス等賃料補助金交付要綱第６条の規定による事業計画の承認を 

 受けたものについては、この要綱により、立地計画の認定をしたものとみなす。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和六年十一月一日から施行する。 

 

 

別表第一（第四条第一項） 

  

 種目 要件 補助額 補助の限度額  

 大規模投資

企業立地 

次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。ただし、県内に工場等を有する者が

施設を設置しようとする場合であって、

その施設が既存の工場等と一体の施設

と認められるときは、補助の対象としな

い。 

家屋に係る不動産取得

税相当額及び償却資産

に係る固定資産税相当

額の合計額 

七十億円  

   一 県内に製造業の用に供する施設

その他県の産業振興に関する施策

に合致するものであるとして知事

が特に認める施設を設置し、操業す

ること。 

     

   二 投下固定資産額が五百億円以上

であること。 

     

   三 操業を開始する日において事業

従事者が三百人以上であること。 

     

   四 家屋に係る不動産取得税を納期

限内に納付すること。 

     

   五 県内に工場等を有する補助事業

者にあっては、県税の滞納がないこ

と。 

     

 本社立地 次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。ただし、立地しようとする企業が既

に県内に本社を有し、当該企業の事業活

動の範囲が主に県内に限定される場合

は、補助の対象としない。 

家屋に係る不動産取得

税相当額及び償却資産

に係る固定資産税相当

額の合計額 

十億円  

   一 県内に本社を設置し、操業するこ

と。 

     

   二 設置する本社の建物の延床面積

が五百平方メートル以上であるこ

と。 

     

   三 操業を開始する日において事業

従事者が五十人以上であること。 

     

   四 家屋に係る不動産取得税を納期

限内に納付すること。 

     

   五 県内に工場等を有する補助事業

者にあっては、県税の滞納がないこ

と。 

     

 研究所立地 次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。ただし、県内に工場等を有する者が

家屋に係る不動産取得

税相当額及び償却資産

十億円  
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設置しようとする施設が既存の工場等

と一体の施設と認められる場合は、補助

の対象としない。 

に係る固定資産税相当

額の合計額（産業振興

に資するものとして知

事が特に認める施設の

立地にあっては、当該

合計額に家屋に係る不

動産取得税相当額に十

分の一を乗じて得た額

を加算した額） 

   一 県内に自然科学研究所を設置し、

操業すること。 

   

   二 設置する自然科学研究所の敷地

面積が千平方メートル以上である

こと。 

   

   三 操業を開始する日において事業

従事者が十人以上（特定振興地域に

立地する場合にあっては、五人以

上）であること。 

   

   四 家屋に係る不動産取得税を納期

限内に納付すること。 

     

   五 県内に工場等を有する補助事業

者にあっては、県税の滞納がないこ

と。 

     

 工場立地 次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。ただし、県内に工場等を有する者が

設置しようとする施設が既存の工場等

と一体の施設と認められる場合は、補助

の対象としない。 

家屋に係る不動産取得

税相当額及び償却資産

に係る固定資産税相当

額の合計額（産業振興

に資するものとして知

事が特に認める施設の

立地にあっては、当該

合計額に家屋に係る不

動産取得税相当額に十

分の一を乗じて得た額

を加算した額） 

十億円  

   一 製造業の用に供する施設を設置

し、操業すること。 

   

   二 設置する施設の敷地面積が千平

方メートル以上であること。 

   

   三 操業を開始する日において事業

従事者が十人以上（特定振興地域に

立地する場合にあっては、五人以

上）であること。 

   

   四 家屋に係る不動産取得税を納期

限内に納付すること。 

     

   五 県内に工場等を有する補助事業

者にあっては、県税の滞納がないこ

と。 

     

 がんばる市

町村連携 

次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。ただし、県内に工場等を有する者が

設置しようとする施設が既存の工場等

と一体の施設と認められる場合は、補助

の対象としない。 

家屋に係る不動産取得

税相当額（産業振興に

資するものとして知事

が特に認める施設の立

地にあっては、当該額

に家屋に係る不動産取

得税相当額に十分の一

を乗じて得た額を加算

した額） 

十億円  

   一 流通加工業の用に供する施設（特

定振興地域に立地する場合にあっ

ては、植物工場又は情報サービス

業、宿泊業若しくは観光業の用に供

する施設を含む。）その他地域経済

の活性化に資するものとして知事

が特に認める施設を設置し、操業す

ること。 

   

   二 設置する工場等の敷地面積が千      
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平方メートル以上であること。 

   三 操業を開始する日において事業

従事者が十人以上（特定振興地域に

立地する場合にあっては、五人以

上）であること。 

     

   四 市町村が企業立地を促進するた

めの施策により、当該施設の設置に

ついて助成をし、又は市町村税の課

税を免除し、若しくは不均一課税の

実施により市町村税を軽減するも

のであること。 

     

   五 家屋に係る不動産取得税を納期

限内に納付すること。 

     

   六 県内に工場等を有する補助事業

者にあっては、県税の滞納がないこ

と 

     

 賃借型企業

立地 

次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。 

施設の賃借料に二分の

一を乗じて得た額 

五百万円（操業

を開始する日に

おいて事業従事

者が五十人以上

である場合にあ

っては、千万

円）、ただし、

外資系企業が設

置する要件第一

号のアに該当す

る施設にあって

は、操業を開始

する日において

事業従事者が一

人以上五人未満

である場合にあ

っては、六十万

円、五人以上十

人未満である場

合にあっては、

百八十万円とす

る。 

 

 一 次のいずれかに該当する施設を

賃借により設置し、操業すること。

 ア 県内に新たに設置する本社

（本店に限る。以下この号において

同じ。）、自然科学研究所又は 

その他事業所（外資系企業に限る。

以下この号において同じ。）、ただ

し、知事が定める起業家育成施設 

（以下「インキュベーション施設 

等」という。）に設置する本社、自

然科学研究所又はその他事業所を

除く（イにおいて同じ）。 

イ 県内で事業を発展させるため、

インキュベーション施設等を退去 

し、県内に新たに設置する本社又は

自然科学研究所 

 ウ その他地域経済の活性化に

資 す る も の と し て 知 事 が 特 に

認める施設 

 

   二 操業を開始する日において事業

従事者が十人以上（外資系企業にあ

っては、一人以上）であること。 

   

   三 県内に工場等を有する補助事業

者にあっては、県税の滞納がないこ

と。 

     

 競争力強化 次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。 

家屋に係る不動産取得

税相当額 

十億円  

   一 製造業の用に供する施設又は自

然科学研究所（特定振興地域に立地

する場合にあっては、宿泊業又は観
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光業の用に供する施設を含む。）を

県内で既に設置し、操業している企

業が、県内に工場等を新築し、増築

し、又は改築し、操業すること。 

   二 投下固定資産額が十億円以上（宿

泊業又は観光業の用に供する施設

にあっては、二億円以上）であるこ

と。 

     

   三 再投資に係る操業を開始する日

（以下「再投資操業開始日」とい

う。）において、次に掲げる施設の

種類に応じ、事業従事者の数がそれ

ぞれ次に定める要件に該当するこ

と。 

     

   ア 工場又は自然科学研究所にあ

っては、立地計画認定申請書を知

事に提出した日（以下「立地計画

認定申請日」という。）における

事業従事者の数以上であること。

     

   イ 宿泊業又は観光業の用に供す

る施設にあっては、再投資操業開

始日における事業従事者の数か

ら立地計画認定申請日における

事業従事者の数を控除して得た

数を立地計画認定申請日におけ

る事業従事者の数で除して得た

数が〇・一以上であること。ただ

し、再投資操業開始日における事

業従事者の数が、立地計画認定申

請日における事業従事者の数と

比べて、二人以上増加しているこ

と。 

     

   四 工場等の拠点の集約化等、事業高

度化に資するものであること。 

     

   五 県内において、三年以上操業して

いること。 

     

   六 市町村が企業立地を促進するた

めの施策により、当該施設の設置に

ついて助成をし、又は市町村税の課

税を免除し、若しくは不均一課税の

実施により市町村税を軽減するも

のであること。 

     

   七 家屋に係る不動産取得税を納期

限内に納付すること。 

     

   八 県内に工場等を有する補助事業

者にあっては、県税の滞納がないこ

と。 

     

 マイレージ

型 

次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。 

家屋に係る不動産取得

税相当額（雇用環境の

十億円  
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 一 製造業の用に供する工場又は自

然科学研究所を県内で既に操業し

ている企業が、県内に新たに工場等

を新築し、増築し、又は改築し、操

業すること。 

向上等に資するものと

して知事が特に認める

認定等を受けた事業所

については、当該額に

一認定等につき十万円

を加算した額） 

   

   二 中小企業者であること。    

   三 再投資操業開始日から三年を経

過する日までの投下固定資産額が

一億五千万円以上であること。 

   

   四 再投資操業開始日における事業

従事者の数が立地計画認定申請日

における事業従事者の数以上であ

ること。 

     

   五 工場等の拠点の集約化等、事業高

度化に資するものであること。 

     

   六 県内において、三年以上操業して

いること。 

     

   七 家屋に係る不動産取得税を納期

限内に納付すること。 

     

   八 県内に工場等を有する補助事業

者にあっては、県税の滞納がないこ

と。 

     

 雇用創出支

援 

次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。ただし、立地しようとする企業が既

に県内に本社を有し、当該企業の事業活

動の範囲が主に県内に限定される場合

は、補助の対象としない。 

次の各号に掲げる正規

雇用者の種類に応じ、

当該各号に定める額の

合計額 

一 三年目正規雇用

者の数に五万円を

乗じて得た額 

二 三年目正規雇用

者のうち高度人材

の数に三十万円を

乗じて得た額 

一億円  

   一 本社、自然科学研究所、製造業又

は流通加工業の用に供する施設（特

定振興地域に立地する場合にあっ

ては、植物工場又は情報サービス

業、宿泊業若しくは観光業の用に供

する施設を含む。）その他地域経済

の活性化に資するものとして知事

が特に認める施設を設置し、又は賃

借し、操業すること。 

   

   二 設置し、若しくは賃借する工場等

の建物の延床面積が五百平方メー

トル以上又は設置し、若しくは賃借

する工場等の敷地面積が千平方メ

ートル以上であること。 

   

   三 操業を開始する日において、次に

掲げる企業の区分に応じ、正規雇用

者の数がそれぞれ次に定める数以

上であること。 

     

   ア 大企業 二十五人以上（特定振

興地域に立地する場合にあって

は、十三人以上） 

     

   イ 中小企業者 十三人以上（特定     
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振興地域に立地する場合にあっ

ては、七人以上） 

   四 前号の規定にかかわらず、県内移

転等の場合にあっては、操業を開始

する日において、次に掲げる企業の

区分に応じ、正規雇用者の数がそれ

ぞれ次に定める数以上であること。

     

   ア 大企業 五十人以上（特定振興

地域に立地する場合にあっては、

二十五人以上） 

     

   イ 中小企業者 二十五人以上（特

定振興地域に立地する場合にあ

っては、十三人以上） 

     

   五 操業を開始する日から三年を経

過する日（以下「三年経過日」とい

う。）において、次に掲げる企業の

区分に応じ、正規雇用者の数がそれ

ぞれ次に定める数以上であること。

     

   ア 大企業 五十人以上（特定振興

地域に立地する場合にあっては、

二十五人以上） 

     

   イ 中小企業者 二十五人以上（特

定振興地域に立地する場合にあ

っては、十三人以上） 

     

   六 県内移転等の場合にあっては、三

年経過日における正規雇用者の数

が、操業を開始する日における正規

雇用者の数と比べて一人以上増加

していること。 

     

   七 三年経過日において、次のいずれ

かに該当する正規雇用者（以下「三

年目正規雇用者」という。）の数が

零を上回ること。 

     

   ア 一年以上継続して県内に住所

を有し、かつ、一年以上継続して

雇用されている者（県内移転等の

場合にあっては、当該県内移転等

に伴い増加した正規雇用者のう

ち、一年以上継続して県内に住所

を有し、かつ、一年以上継続して

雇用されている者） 

     

   イ 県内に住所を有し、かつ、一年

以内に新たに雇用された者 

     

   ウ 一年以内に県外の工場等から

の異動により県内に住所を有す

ることとなり、かつ、一年以上継

続して雇用されている者 

     

   八 県内に工場等を有する補助事業

者にあっては、県税の滞納がないこ
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と。 

備考 

一 立地計画が二以上の種目（雇用創出支援の種目を除く。）の補助事業に該当する場合、いず

れか一の種目の補助事業に限り、補助するものとする。 

二 別表第一に規定する大規模投資企業立地の種目、本社立地の種目、研究所立地の種目、工場

立地の種目、がんばる市町村連携の種目及び雇用創出支援の種目については、平成二十六年四

月一日以後に工場等の敷地の用に供する土地の取得又は借地権の設定に係る契約を締結し、か

つ、同日以後に建物の建設に着手し、又は建物の取得（雇用創出支援の種目にあっては、賃借

を含む。）に係る契約を締結した場合に限り、補助するものとする。ただし、特定振興地域に

おける立地であって、知事が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

三 別表第一に規定する競争力強化の種目及びマイレージ型の種目については、平成二十六年四

月一日以後に建物の建設に着手した場合（平成十七年四月一日から平成二十六年三月三十一日

までに工場等の敷地の用に供する土地の取得又は借地権の設定に係る契約を締結し、かつ、同

日までに工場等を操業していない当該土地において建物の建設に着手した場合を除く。）に限

り、補助するものとする。 

四 立地を行う企業が、当該立地に係る経費について、国等から補助金の交付を受ける場合にあ

っては、当該補助金を除いた額を超えない範囲で補助するものとする。 

五 算出された補助額に千円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

別表第二（第四条第三項） 

  

 種目 要件 補助額 補助の限度額  

 産業用地整

備事業 

次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。 

市町村が負担する工事

費等の二分の一 

五億円  

 一 事業の採算性が確認できること。    

   二 工場等の施設に供する用地が、次

に掲げるいずれかの区域内に存す

ること。 

     

   ア 工場適地の区域      

   イ 産業導入地区の区域      

   ウ その他企業誘致に資するもの

として知事が特に認める区域 

     

   三 製造業若しくは流通加工業の用

に供する施設又は自然科学研究所

の誘致を目的とした用地の面積が、

当該事業に係る全体の用地面積か

ら公共基盤施設の用地面積を控除

した面積の二分の一以上であるこ

と。 

     

   四 当該事業に係る公共基盤施設に

ついて、県からこの要綱に基づく補

助金以外の補助金の交付を受けて

いないこと。 

     

 産業用地可

能性調査事

業 

次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。 

当該事業費の二分の一 三百万円  

 一 市町村マスタープラン等と適合

していること又は今後適合するこ

とが見込まれること。 

     

   二 当該事業に係る産業用地につい

て、県からこれまでに当該補助金の
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交付を受けていないこと。 

 空き公共施

設整備事業 

次の各号に掲げる要件に該当するこ

と。 

当該事業費の二分の一 千五百万円  

 一 当該事業の対象となる空き公共

施設（以下「改修対象施設」という。）

が特定振興地域の区域内にあるこ

と。 

     

   二 改修対象施設に立地する企業が

決定していること。 

     

   三 市町村と立地企業との間で、改修

対象施設の賃貸借契約又は使用貸

借契約が締結されていること。 

     

   四 改修対象施設について、県からこ

れまでに当該補助金の交付を受け

ていないこと。 

     

備考 

一 「産業導入地区」とは、農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（昭和四十六年法律

第百十二号）第五条第一項の実施計画において定められた地区をいう。 

二 「公共基盤施設」とは、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第十四項に規定する

公共施設、水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第三条第一項に規定する水道、工業用水

道事業法（昭和三十三年法律第八十四号）第二条第三項に規定する工業用水道その他これらに

類する施設であって公共の用に供するものをいう。 

三 「工事費等」とは、公共基盤施設の建設に係る工事費及び測量設計費をいう。 

四 「市町村マスタープラン等」とは、都市計画法第十八条の二第一項に規定する基本方針その

他これに類する計画等で市町村が定めるものをいう。 

五 算出された補助額に千円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

別 記 

第一号様式 

（第三条第一項） 

第二号様式 

（第三条第四項） 

第三号様式 

（第三条第五項） 

第四号様式 

（第三条第六項） 

第四号様式の二 

（第三条の二第一項） 

第五号様式 

（第五条） 

第六号様式 

（第七条第五号） 

第七号様式 

（第八条） 

第八号様式 

（第九条） 

第九号様式 

（第十条） 

第十号様式 

（第十一条） 


